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２０２４年８月１日 

各  位 

                     会 社 名 株式会社メディパルホールディングス 

                     代表者名 代 表 取 締 役 社 長  渡 辺 秀 一 

                          （コード番号 ７４５９ 東証プライム市場）  

                     問合せ先 常務取締役管理本部長 左 近 祐 史 

                          （ＴＥＬ．（０３）３５１７－５１７１） 

  

  

（開示事項の経過） 
当社連結子会社間の統合に関する吸収合併契約締結のお知らせ 

  

当社は、２０２３年１１月２日に公表いたしました「当社連結子会社間の統合に関する基

本合意のお知らせ」にて基本合意書の締結をお知らせしておりましたが、本日、当社連結対

象の完全子会社であるＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社（以下、「ＭＰ五協フード＆ケミカ

ル」）と、メディパルフーズ株式会社（以下、「メディパルフーズ」）の間で統合に関する「吸

収合併契約書」を締結（以下、「本統合」）しましたので、下記のとおりお知らせします。 

なお、本統合は、連結対象の完全子会社間の統合であるため、開示事項・内容を一部省略

しています。 

 

記 

 

１．本統合の目的 

 当社グループは、「流通価値の創造を通じて人々の健康と社会の発展に貢献します。」を経

営理念に掲げ、「医療と健康、美」のフィールドで事業を展開しています。 

この中で、ＭＰ五協フード＆ケミカルおよびメディパルフーズが行う食品加工原材料卸売

等関連事業は、「食の安全・機能性」と「美味しさ・食べやすさ」をテーマに、人々の健やか

な暮らしを支えることを使命としています。 

わが国の食品を取り巻く環境は、少子高齢化が進む中、健康志向の食品や機能性表示食品

など消費者の食へのニーズが多様化するなどの変化が起きています。このような環境変化に

対し迅速な対応をすると共に、お得意様や消費者のニーズに応え、食品加工原材料卸売等関

連事業をさらに発展させていくためには、本統合により経営資源の有効活用と全国規模の顧

客基盤の強化をさらに進めていくことが最良であると判断しました。 

 

２．本統合の要旨 

（１）本統合の日程 

本統合に関する基本合意書の締結 ２０２３年１１月２日 

本統合に関する吸収合併契約書の締結 ２０２４年 ８月１日 

効力発生日 ２０２４年１０月１日（予定） 



２ 

 

 

（２）本統合の方式 

ＭＰ五協フード＆ケミカルを存続会社、メディパルフーズを消滅会社とする吸収合併

方式。なお、本統合による存続会社の商号変更はありません。 

 

（３）本統合に係る割当ての内容 

当社の連結対象の完全子会社間の統合であるため、本統合による新株式の発行、資本

金の増加および合併交付金、その他一切の対価の交付はありません。 

 

（４）本統合に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．本統合当事会社の概要（２０２４年３月３１日現在） 

 存続会社 消滅会社 

(1)名 称 ＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社 メディパルフーズ株式会社 

(2)所 在 地 大阪府大阪市北区梅田２-５-２５ 北海道札幌市中央区北１０条西１７丁目１-４ 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 脇田 英充 代表取締役社長 香山 高晴 

(4)事 業 内 容 食品素材・食品添加物、医薬品原料、

化粧品原料、コーティング材料、工業

薬品、電子薬剤、その他の製品の製

造、加工、売買および輸出入 

食品加工原材料、食品添加物等の販

売 

(5)資 本 金 ２００百万円 ６０百万円 

(6)設 立 年 月 日 １９４７年(昭和２２年)１０月２日 １９６５年(昭和４０年)３月９日 

(7)発行済株式総数 ２,０００,０００株 ７０,０００株 

(8)決 算 期 ３月３１日 ３月３１日 

(9)従 業 員 数 ２２５名 １０４名 

(10)大株主および持株比率 当社       １００．０％ 当社       １００．０％ 

 

４．ＭＰ五協フード＆ケミカルの役員について 

役 職 氏 名 

代表取締役社長 脇 田 英 充 

取  締  役 藤 本 雅 一 

取  締  役 宮 腰 征 哲 

取  締  役 香 山 高 晴 

取  締  役 三 村 浩 一 

監  査  役 大 江 善 則 

監  査  役 宇喜多   亮 

 
  

  



３ 

 

５．今後の見通し 

本件により、中長期的に統合による両社共通商材取引のスケールメリットや自社研究開発

品の拡販など、シナジーによる経済的効果が期待できるものと考えております。今期の業績

への影響はございません。 

 

以 上 

 


